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豊中市消費者教育推進計画

【重点取組み】
☆１８歳前後の若者世代への消費者教育の推進

令和４年（２０２２年）４月１日から成年年齢が２０歳から１８歳に引き
下げられることから、１８歳前後の若者世代に対する消費者教育は非常に重要で
あり、今後、どのように周知・啓発を行っていくかということについて豊中市消費生活
審議会のなかで意見を頂戴することとなった。

事業者の代表者として豊中商工会議所から審議会にご出席いただいている委員
から、「毎年４月に、本会会員の新入社員向けに研修を実施している。その研修
は４月に新たに社会人となった者を対象としており、高校・大学を卒業したばかりの
若者が中心である。その研修のカリキュラムに『消費者教育』を組み入れてもおもし
ろいんじゃないか」との意見をいただいた。

豊中市では、自治会やPTA・職場での研修のため職員を派遣する「出前講座」と
いうものを実施している。そのスキームを利用して、豊中商工会議所が実施する研
修に職員を講師として派遣し、そこで消費者庁発行の「社会への扉」に沿って、主
に「契約」に関する講義を実施することとなった。

この取組みは令和元年４月から毎年実施しており、令和３年４月についても実
施予定としています。また、研修の参加者からは「契約やクーリング・オフについて、漠
然と知っているつもりであったが、まったく正しく理解していなかった。」「口約束でも契
約が成立するということをはじめて知った。」などといった意見があり、改めて若者世代
への啓発の重要性を実感している。
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